





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































護要綱を 45年 12月 15日に閣議決定してこれに対
処しようとしました。現物・現金給付を通じて貧
困者の生活を支えました。閣議決定ということは
法律にするほどの時間的な余裕がなかったことを
意味します。したがって救護法など従来の制度を
残したまま、緊急にこの問題に対処したというこ
とを意味します。この間のことについては菅沼隆
さんの『被占領期の福祉政策分析』（ミネルヴァ書
房、2005年）と百瀬孝さんの『緊急生活援護事業
の研究　1945～ 46年』（私家本、2007年）がいい
ですね。
　ここで注目していただきたいのは同要綱の対象
者です。そこで対象者としてあげられているのは、
まず第 1に失業者であり、ついで戦災者、海外引
揚者、在外留守家族、傷痍軍人とその家族、軍人
遺族等で著しく生活に困窮した者とされたのです。
戦前の恤救規則や救護法とはまったく違いますね。
つまり働ける人をもその対象に加えたのです。と
いうより、貧困の大衆化を背景に大量失業者が存
在していたので、これらの人をも救済の対象に加
えざるを得なかったのです。公的扶助制度は戦前
の制限主義から決別しました。
　先輩の杉村宏さんはこの要綱を戦前の救護法等
の延長上に位置づけられるものに過ぎないという
性格付けをしています（『現代の貧困とく的扶助』
財団法人　放送大学教育振興会、1998年）が、僕
はまったく違うと思っています。
　次いでＧＨＱのSCAPIN775を受けて1946年9月
に旧生活保護法ができ、50年には新生活保護法が
制定されました。通説でもこれで現代的な公的扶
助制度ができた、とされます。ここで押さえてお
くべきことは、制限主義から一般主義へと公的扶
助制度が変わった、ということです。つまり第1の
普遍性が確保されたのです。
福祉 3法体制の確立
　ここで福祉 3法体制について触れておきましょ
う。この公的扶助制度はいまも触れましたように
労働能力をもったものをもその対象に含めました。
したがってその制度の目的に当然自立がうたわれ
ることになりました。自立の見込みのない者を救
済しておいて自立を目標に掲げることはないで
しょう。新生活保護法には明確に自立助長がうた
われています。しかし、その前から自立助長は当
然うたわれていました。たとえば、百瀬孝さんの
研究によれば、生活緊急援護要綱でも厚生省の局
長名で、自立生活をすすめるよう命じた、といい
ます。当然のことだと思います。
　その自立助長のためのサービスは、健常な成人、
児童、身体障害者とでは自ずと異なります。児童
は18歳になるまでは健全に育成することが児童特
有の自立助長サービスです。身体障害者について
はリハビリや補助的道具を使いながらの職業訓練
等が自立のための独自のサービスということにな
ります。その自立助長のそれぞれのサービスが公
的扶助制度から独立して、1947年に児童福祉、49
年に身体障害者福祉制度ができました。もちろん
直接的には戦災孤児対策であり、傷痍軍人対策で
あったわけですが、ＧＨＱとの関係もあって、制
度は一般的な制度として創られました。身体障害
者福祉法の成立が遅れたのは、もっぱらＧＨＱの
対日占領政策によるものでした。
　以上のように第1の普遍性との関連から福祉3法
体制が確立するのです。児童福祉制度と身体障害
者福祉制度の創設過程については村上貴美子さん
の『占領期の福祉政策』（勁草書房）が参考になり
ます。
２　生存権保障としての社会保障制度へ（権利性）
　旧生活保護制度は一般救助制度になってはいた
が、欠格条項をもっていたし、民生委員が現業員
として働いていました。また、不服申立の制度も
備えていなかったし、さらに憲法25条との関係も
不明確でした。これらが旧生活保護法の実施過程
で問題とされ、結局は50年に新生活保護法に取っ
て代わられました。この新生活保護法は、憲法 25
条を前面に出し、これを実現するためのものと性
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格づけました。こうして日本の公的扶助制度は明
確に生存権保障のための制度とされ、権利性が付
与されたのです。このことについてはあまり異論
はないと思います。ほとんどの研究者がそういっ
ています。この点についてはむしろそうでないと
いうニュアンスの議論がないほどですね。
　ではなぜ生存権が承認されたのでしょうか。こ
れは決してそのようなイデオロギーをもっていた
議員が憲法に25条を書き加えたからではない、と
考えます。生存権のイデオロギーはすでに戦前か
らありましたし、憲法や法律には明記されないば
あいもあります。したがって、憲法に書かれたと
いうことが最も重要なことではなく、むしろ労働
力を持っている、働ける人をも公的扶助制度の対
象にした、というか、せざるを得なかったことの
方が重要だと思います。従来は身寄りのない高齢
者か子供が中心でしたので、制限的でしたし、ま
た慈恵的、恩恵的なものでした。ところが働ける
者までその対象に含めました。このことを年齢を
基準にして考えてみてください、救済の対象が高
齢者と子供だったところから働ける人も含めたと
いうことはすべての年齢層を対象にしたというこ
とになるでしょう、制限が取り払われたわけです
ね。誰でもということになります。
　貧困であれば誰でも公的扶助の対象にするとい
うことは、国家が生活困難に陥っているもの誰で
も救済することを意味するわけですから、それ自
体事実上生存権を承認したことを意味します。た
だ、制度としてこれが整備されるには若干の時間
が必要となるばあいもあるわけです。緊急援護要
綱も旧生活保護法も普遍性は確保していたけれど、
まだ生存権保障にまでは踏み切っていませんでし
た。でももう時間の問題だと思います。これが憲
法や法律に明記される、ということになるので
しょう。したがって生存権を保障するようになっ
たのは、失業者に代表される労働力を持ったもの
を救済せざるを得なくなったからだということに
なると考えます。
　こうして第 2の特徴である生存権も制度として
保障される仕組みができました。
３　公的扶助制度と社会保険制度との統合（体系
性）
　1946年に旧生活保護法が制定されました。その
法案を審議する過程で、公的扶助制度に対して深
刻な問題が2つ提起されました。1つは財政的な問
題で、当時の膨大な失業者等の貧困者をすべて国
家財政によって救済するとすれば膨大な財源が必
要で、とうてい国家財政がもたないのではないか、
という問題です。2つは倫理的な問題で、こうして
国が貧困者を救済すると国が怠け者を生み出す、
惰民を養成するという問題でした。この問題指摘
は受け入れられ、結局旧法に失業保険制度を早期
に創るべしという付帯決議が付けられることにな
りました。以上は立教大学の菅沼隆さんの研究に
よっています。
　こうしてこの 2つの問題に対応するものとして
その翌年の47年に日本ではじめて失業保険制度が
創られました。財政的な問題としては保険料が新
に追加され、倫理的な問題に対しては事前に自分
で対処することにしたというように、それぞれに
対応しました。
　ここで注意していただきたいことが 3点ありま
す。1つは、失業保険制度が公的扶助制度・生活保
護制度との関連で創設されたということです。た
んに失業者がいっぱいいたから失業保険制度を
創ったというのではないことです。2つめは、財政
的に税のみではやっていけず、保険料をも徴収す
ることになったことです。3つめは、制度的に両制
度がつながったことです。失業保険制度はどこの
制度でも給付は期限付きです。当時の制度では180
日でした。これを超えて失業状態にあれば、同じ
人が生活保護制度に移らざるを得ないですね。こ
のように両制度は制度的につながりました。短期
失業者は失業保険制度で長期失業者は公的扶助制
度でその生活を支えるようになったのです。
　財政的にも制度的にもどちらか 1つの制度では
なく 2つの制度で協同して対処するものとして制
度が創られはじめたのです。つまり、大量の失業・
貧困者を救済しようとしたら、公的扶助制度だけ
でもあるいはまた社会保険制度だけでも対処しき
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れず、結局両制度が協同しなければこの問題に対
処できず、統合されることになります。
　社会保障制度の第 3の特徴がこのようにして付
与されてきました。
　1920年代から30年代のドイツ、30年代のアメリ
カでも、失業保険制度が公的扶助制度・生活保護
制度との関連で創設されました。1920年代から30
年代のイギリスのばあいはすでに失業保険制度を
もっていましたから、失業保険制度で失業・貧困
問題に対応するのですが、これまたすぐに限界に
突き当たり、失業保険制度が公的扶助化していき
ます。いずれのばあいも、財政的に公的扶助制度
だけではとうてい間に合わず、社会保険の保険料
を追加しなければならず、制度的にも失業保険制
度のみでは長期失業者に対処できず、公的扶助制
度で補完しなければならなくなるのです。このよ
うな関係があるがゆえに、両制度はつながり、協
同しあわなければならないことになり、したがっ
てまた社会保障制度は体系的にならざるを得ない
のです。
　このように失業保険制度は社会保障制度体系に
とって必要不可欠な制度です。日本では失業保険
制度が非常に軽視されていますが、もっと重要視
されなければいけない、と僕は思っています。僕
は最近、失業保険制度のないところに社会保障制
度はない、といってよい、と公言するようになり
ました。僕の知っている限りそうなのです。です
から失業保険制度をもっていない国で社会保障制
度に類似した制度があるばあいには大いに注意し
て分析しなければなりません。
４　医療・年金保険制度の体系的制度への編入
　さて、最後は戦前から制度として存在していた
医療保険制度や年金保険制度がいかに体系的な制
度に組み込まれていったといえるのか、をみてお
きましょう。
・制度の防衛から改善へ
　1945年の終戦時から数年間は経済混乱の時期で
もあり、インフレが燃えさかったときでもありま
したので、社会保険制度は崩壊の危機にさらされ
ていました。報酬月額や保険料率を改定したりし
て収入増を狙い、保険料を低く抑えるために年金
額を低く設定したりして対応してきました。とも
かく、制度の防衛一本槍でした。
・医療・年金保険制度の公的扶助制度との関連
　しかし、1950年代になりますと、あるいは朝鮮
戦争の特需によって経済が復興してきますと、は
じめて防衛的な対応ではなく若干拡充的な改革が
おこなわれてきます。健康保険制度と厚生年金保
険制度の1953年の適用業種の拡大です。あるいは
年金については受給者が発生してきますので、全
面的な改定も 54年におこないました。
　さきほどみましたように社会保険制度が公的扶
助制度と関係をもつようになりますと、それは当
然戦前からあった医療や年金保険制度にも影響を
与えることになりますが、とくに54年の厚生年金
保険制度の改正の時にその影響がみられます。こ
の時年金を従来の報酬比例のみから報酬比例と定
額部分の 2つで構成するようにしました。この定
額部分は最低生活保障、平等といった社会保障理
念から導かれたものでありましたし、その金額も
生活保護制度の保護基準が強く意識されて決めら
れたものでした。このように医療、年金保険と
いった社会保険制度も体系的な制度へと組み入れ
られていくようになります。本格的には国民皆保
険・皆年金の時ですが。
・分立型の確定
　国民皆保険・皆年金をみる前に、日本の社会保
険制度の特徴といわれる分立型ができたいきさつ
からみておきましょう。
　1953年に厚生年金保険は健康保険制度とともに
適用対象事業を格段に広げ、土木、建築、教育、研
究事業や通信、報道事業等、サービス業や農民以
外はほぼ誰でもこの制度に加入しなければいけな
くなりました。社会福祉事業もこの時初めて厚生
年金と健康保険制度の強制適用の対象事業となり
ました。
　ところが、当時の厚生年金の年金額はひどく低
い水準でした。たばこのピース一箱分だとする回
顧談もあるくらいで、生活保護費より低かったの
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です。この時期よりもずっと後の1962年になって
からも社会保障制度審議会から、あまりに低すぎ
て魅力あるものとなっていないので可及的すみや
かに引き上げろと勧告されたほどでした。この低
水準の厚生年金に加入するかどうかの選択を迫ら
れたのが私学の教職員でした。
　私学の教職員は、戦前から財団法人私立中等学
校恩給財団（1924年）という共済制度をもってお
り、戦後の52年にはその適用対象を中等学校だけ
でなく、任意でしたが、大学から幼稚園までの全
私学の教職員にまで拡大し、名称も財団法人私学
恩給財団と変更したばかりで、それなりの資金を
蓄えていました。そこに厚生年金保険への教職員
の適用問題が起こってきたわけです。しかし、公
立学校の教職員との均衡を求めていた私学の教職
員は、その年金額があまりに低すぎましたので、
厚生年金保険に加入する意欲が湧きません。恩給
財団の資金を元に厚生年金ではなく、公立学校の
教職員と同じくらい高い給付をおこなう別個の制
度を新に創りたいと考えました。こうしてできた
のが私学共済です。
　これができると次から次に新たな共済ができて
いくことになります。1954年には市町村共済（い
まの地方公務員共済）ができ、1956年に公共企業
体（いまのＪＲ、ＪＴ、ＮＴＴ）職員等共済、1958
年にはさらに農林漁業団体職員共済ができました。
　これで公的年金は、船員保険、厚生年金、国家
公務員共済、私学共済、市町村共済、公共企業体
職員等共済、農林漁業団体職員共済の 7つの制度
で構成されることになりました。農林漁業団体共
済以外の各種共済組合は短期の医療保険をももっ
ていましたので、公的医療も、組合管掌と政府管
掌の健康保険制度、国民健康保険、船員保険、国
家公務員共済、私学共済、市町村共済、公共企業
体職員等共済の 8つの制度で構成されるようにな
りました。こうして日本の公的医療や年金制度に
は乱立型とか分立型といわれる特徴が生まれるこ
ととなりました。
・国民皆保険・皆年金体制の確立
　ところが、このようにこの時期各種共済組合が、
7つ、8つの年金や医療保険制度ができたのですが、
それでもなおこれらの制度に加入できない人が多
く残っていたのです。1955年当時、公的年金では
自営業者が加入する制度がありませんでした、ま
た厚生年金は 5人未満の事業所は強制加入ではな
かったなどから、全体の3分の2が未加入の状態に
おかれていました。公的医療でも国民健康保険制
度は設立が任意であったためとくに都市での設立
が遅れていました。当時20万人都市であった新潟
市より大きな都市はまったく設立していなかった
そうです。また健康保険制度も 5人未満の事業所
は強制加入ではなかったため、全体の3分の1が未
加入でした。
　この未加入者問題は、当時の最も大きな社会問
題であった二重構造問題とぴったり重なり、二重
構造問題と合わせて未加入問題の解決が迫られて
いました。
　しかも、政治的に当時は左右の社会党が優勢で、
保守党の自由党や民主党は押され気味でした。そ
こで、これに対抗するために、自由党と民主党は
合同し、自由民主党を1955年末に結成した。この
ときから与党・自民党は社会保障政策を重視する
ようになり、まずこの時の課題であった公的医
療・年金の未加入問題に取り組みました。自民党
初代総裁で当時の首相鳩山氏は、1956年には60年
までに国民皆保険を実現するといい、また自民党
を結成するや国民年金制度を提案したりしました。
56年に地方で敬老年金が創られたことから刺激を
受け、57年には厚生省内に国民年金委員をつくり、
国民年金制度創設へ具体的に動いていきます。
　こうして 1958年に国民健康保険制度を大改正
し、59年に国民年金法を制定して、1961年に国民
皆保険・皆年金体制を整えました。
　医療も年金も、既存の制度に加入している者以
外はすべてを国民健康保険制度と国民年金制度に
加入させて、国民皆保険皆年金を実現しました。
ですから、この両制度は被用者も自営業者も加入
する、奇妙な制度となっていました。高所得者、低
所得者すべてを含めて公的医療制度、公的年金制
度に加入させ、医療保障、老後所得保障を実現し
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ようとしたわけです。
　こうして日本的な皆保険・皆年金体制が生活保
護制度との関係を強く意識して創られました。医
療は短期の制度でしたから生活保護を受けている
者は公的医療制度から外しましたが、年金は長期
にわたる制度で、貧困は長くは続かないはずだと
いうことから、国民年金制度に加入させた上で保
険料の免除規定を設けて、貧困者に対応しました。
さらにボーダーライン層も存在するわけで、これ
に対しても保険料免除、あるいは減額措置等も考
慮されていました。
　こうして、どちらかというと二重構造の底辺に
位置する人たちに医療および年金を保険という仕
組みで保障しようとする国民皆保険・皆年金体制
ができあがりました。
　ここで、注意しておいていただきたいのは、皆
保険という仕組みです。僕の理解では、この「皆」
と「保険」とは相両立しない性質のものです。保
険は保険料を納入する人のみを対象とし、制限的
です。いうまでもなく、「皆」はそのようなことと
は関係なくまさに「皆」です。この相矛盾する関
係を矛盾しないように処理した、いいかえれば低
所得層をこの制度に組み入れるために必要とされ
たのが国庫負担です。国庫負担を投入することに
よってこの対立する関係を両立させ、これで日本
的な社会保障制度体系の基本的な骨格を確立した
のです。
　こうして医療保険制度も年金保険制度も社会保
障制度体系の中に組み込まれたのだ、といえるの
ではないでしょうか。
　以上が、社会の安定を実現するために、先ほど
触れた 3つの特性を備えた社会保障制度が日本に
おいてできあがっていった過程です。
　これで僕の話は終わりますが、最後に一言付け
加えておきます。以上の話は時期的にはかなり古
いものばかりでしたので、みなさんは何と古めか
しい話をするのか、とお思いになったかもしれま
せん。
　でも、じつは古い話ではないと思います。そう
ではなく、社会保障制度の基本、あるいは根本の
話だと思っています。たしかにこれだけでは今日
の社会保障制度を十分に理解することはできない
と僕も思います。社会保障制度はとくに1990年代
以降かなり大幅に変容してきています。その変容
についてはごく簡単にメモだけを示しておきまし
た。これらの変容も、上に触れた基本を押さえて
おかないと変容自体が分からないのではないで
しょうか。どういうものからどういうものに変
わったのかが分からなければ変容は分からないか
らです。
　最近の社会保障制度の変容を捉える上でも、い
ま基本に立ち返るべきだ、という意味を込めてこ
のような話をしました。長い時間お聞きいただき、
ありがとうございました。
